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〔
法

律
〕

〇
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た

め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法

律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
二
六
）

〇
災
害
弔
慰
金
の
支
給
等
に
関
す
る
法
律
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
二
七
）

〇
情
報
通
信
技
術
の
進
展
に
伴
う
金
融
取
引

の
多
様
化
に
対
応
す
る
た
め
の
資
金
決
済

に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
二
八
）

〔
政

令
〕

〇
農
業
用
た
め
池
の
管
理
及
び
保
全
に
関
す

る
法
律
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

（
二
一
）

〇
農
業
用
た
め
池
の
管
理
及
び
保
全
に
関
す

る
法
律
施
行
令
（
二
二
）

〇
教
育
公
務
員
特
例
法
施
行
令
及
び
社
会
教

育
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
二
三
）

〇
検
疫
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
二
四
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
入

札
、
日
本
弁
護
士
連
合
会
裁
決
関
係

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

〔
省

令
〕

〇
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た

め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法

律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う

文
部
科
学
省
関
係
省
令
の
整
備
に
関
す
る

省
令
（
文
部
科
学
三
）

〇
農
業
用
た
め
池
の
管
理
及
び
保
全
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
（
農
林
水
産
九
）

〔
告

示
〕

〇
国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会
決
議
第
千
二

百
六
十
七
号
等
を
踏
ま
え
我
が
国
が
実
施

す
る
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
の
財
産
の
凍
結
等

に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
三
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
を
公
告

す
る
件
（
国
家
公
安
委
一
〇
）

〇
国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会
決
議
第
千
二

百
六
十
七
号
等
を
踏
ま
え
我
が
国
が
実
施

す
る
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
の
財
産
の
凍
結
等

に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
三
条
第
三
項
に

お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
二
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
名
簿
か
ら
抹
消
さ
れ
た
公
告
国

際
テ
ロ
リ
ス
ト
を
公
告
す
る
件（
同
一
一
）

〇
予
算
科
目
に
係
る
補
助
金
等
の
う
ち
補
助

事
業
者
等
が
市
町
村
で
あ
る
も
の
の
交
付

に
関
す
る
事
務
を
都
道
府
県
の
知
事
が
行

う
こ
と
と
し
た
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
総
務
五
五
）

〇
国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会
決
議
に
基
づ

く
資
産
凍
結
等
の
措
置
の
対
象
と
な
る
タ

リ
バ
ー
ン
関
係
者
等
を
指
定
す
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件
（
外
務
三
三
）

〇
図
書
館
の
設
置
及
び
運
営
上
の
望
ま
し
い

基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
文
部
科
学
九
）

◇
災
害
弔
慰
金
の
支
給
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
（
法
律
第
二
七
号
）（
内
閣
府
本
府
）

１

償
還
金
の
支
払
猶
予

市
町
村
は
、災
害
等
や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り
、

災
害
援
護
資
金
の
貸
付
け
を
受
け
た
者
が
支
払
期
日

に
償
還
金
を
支
払
う
こ
と
が
著
し
く
困
難
に
な
っ
た

と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
償
還
金
の
支
払
を
猶
予
す

る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。
た
だ
し
、
災
害
援

護
資
金
の
貸
付
け
を
受
け
た
者
が
、
３
に
よ
り
報
告

を
求
め
ら
れ
て
、正
当
な
理
由
が
な
く
報
告
を
せ
ず
、

又
は
虚
偽
の
報
告
を
し
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
こ
と
と
し
た
。（
第
一
三
条
第
一
項
関
係
）

に
よ
り
償
還
金
の
支
払
が
猶
予
さ
れ
た
と
き

は
、
災
害
援
護
資
金
の
利
子
の
計
算
に
つ
い
て
は
、

当
該
償
還
金
の
支
払
に
よ
っ
て
償
還
さ
れ
る
べ
き
で

あ
っ
た
災
害
援
護
資
金
は
、
猶
予
前
の
支
払
期
日
に

償
還
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
こ
と
と
し
た
。（
第
一
三

条
第
二
項
関
係
）

◇
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の

推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律

（
法
律
第
二
六
号
）（
内
閣
府
本
府
）

１

昨
年
一
二
月
に
閣
議
決
定
し
た
対
応
方
針
に
基
づ

き
、
次
の

及
び

に
つ
い
て
、
関
係
法
律
の
改
正
を

行
う
こ
と
と
し
た
。

住
民
に
身
近
な
行
政
を
地
方
公
共
団
体
が
自
主
的

か
つ
総
合
的
に
広
く
担
う
よ
う
に
す
る
た
め
、
都
道

府
県
か
ら
中
核
市
へ
の
事
務
・
権
限
の
移
譲
を
行
う

こ
と
。

地
方
が
自
ら
の
発
想
で
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
に
合
っ

た
行
政
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、

地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見

直
し
等
を
行
う
こ
と
。

２

こ
の
法
律
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
公
布
の
日
か

ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。
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